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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流れの上流側と下流側に超音波送受波器を配置し、超音波が上流側から下流側へ伝播す
る順方向の伝播時間の逆数ｆ１と、超音波が下流側から上流側へ伝播する逆方向の伝播時
間の逆数ｆ２の差より流速、流量又は通過量を求める超音波流量計であって、
　順方向と逆方向の伝播時間の逆数和（ｆ１＋ｆ２）と、超音波送受波器間の距離Ｌと、
ｆ１＋ｆ２＝２Ｃ／Ｌより求まる音速Ｃから流体温度を求め、
　前記流体温度と、前記流速、流量又は通過量を基にして、別に定めた基準温度における
流速、流量又は通過量を演算し、
　測定した前記逆数和と、伝播時間を測定する時の流体温度における理論逆数和から超音
波送受波器間の距離を補正するセンサ間距離補正係数を外部から設定することを特徴とす
る超音波流量計。
【請求項２】
　超音波を発信してから受信波を検知するまでの到達時間から、超音波送受波器の中を伝
播する時間、及び、受信波の頭から第３波のゼロクロスまでの時間を有する遅れ時間を差
し引いて伝播時間とすることを特徴とする請求項１記載の超音波流量計。
【請求項３】
　予め記憶した温度算出テーブルを用いて、伝播時間の逆数和から流体温度をもとめるこ
とを特徴とする請求項１又は２記載の超音波流量計。
【請求項４】
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　伝播時間の逆数和から音速を演算し、予め設定した音速値と比較して流体の種類を判別
するとともに、該流体の温度を求めることを特徴とする請求項１又は２又は３記載の超音
波流量計。
【請求項５】
　流体の種類を判別するガス種判定値と温度算出テーブルのデータを外部から書き換える
ことを特徴とする請求項４記載の超音波流量計。
【請求項６】
　１回の順方向の伝播時間測定と１回の逆方向の伝播時間測定からなる１回の測定毎に順
方向と逆方向の測定順序を変え、かつ伝播時間の逆数和を平均化することを特徴とする請
求項１乃至５の何れか１項に記載の超音波流量計。
【請求項７】
　測定間隔をランダムにするとともに、かつ伝播時間の逆数和を平均化するように構成し
たことを特徴とする請求項１乃至６の何れか１項に記載の超音波流量計。
【請求項８】
　流速が零の状態から流れ出した場合には、前記平均化の対象データ数を減らすことを特
徴とする請求項６又は７の何れか１項に記載の超音波流量計。
【請求項９】
　流体の流量が安定しているときだけ流体温度の算出を行なうことを特徴とする請求項１
乃至８の何れか１項に記載の超音波流量計。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は超音波流量計の改良に関する。
【背景技術】
【０００２】
　流体温度に影響されることなく基準温度における流速を求めることができ、ひいては流
体の流量を正確に求めることができる超音波流速測定方法が提案されている（例えば、特
許文献１参照）。
【０００３】
　この測定方法では、超音波流速測定管を流れる計測流体の上流側と下流側にそれぞれ超
音波振動子が配置され、前記各超音波振動子から相互に超音波を発生送信するとともに、
送信された超音波を相互に受信し、
　前記超音波の伝播時間の和に基づいて、伝播時間測定時の流体温度Ｔを導出するととも
に、
　前記超音波の伝播時間の差に基づいて、伝播時間測定時の流体温度Ｔにおける流速ｖを
導出し、
　前記流体温度Ｔと流速ｖを下式（１）に代入することによって、基準温度Ｔ０における
流速ｖ０を求めている。
【０００４】
　ｖ０＝（Ｔ０×ｖ）／Ｔ　　・・・　（１）
　ｖ０：基準温度における流速
　Ｔ０：基準温度（絶対温度）
　ｖ　：伝播時間測定時の流体温度における流速
　Ｔ　：伝播時間測定時の流体温度（絶対温度）
　また、流路内の流体に音波を送受信する送受信手段と、流体中の音波の伝播時間を計測
する流量検出手段と、流量係数を定める流量係数設定手段と、前記流量係数と前記伝播時
間とに基づいて流量を算出する流量演算手段と、流体の温度を計測する温度検出手段と、
この計測された温度と伝播時間とに基づいて前記流量係数設定手段の流量係数を変更する
係数補正手段とを備えた流量計側装置が提案されている（例えば、特許文献２参照）。
【０００５】
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　この流量計側装置では、流量係数設定手段で定める流量係数は、流体であるガスの種類
毎に設定され、適用するガスの種類を選ぶガス種選択手段に基づいて、係数補正手段で変
更される。
【特許文献１】特開２０００－２２１０６８号公報（２頁、図１）
【特許文献２】特開２００１－２５５１８６号公報（２頁、図１）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　前記特許文献１の超音波流速測定方法では、被測定流体であるガスの種類に応じて超音
波の速度を求める必要があり、ガスの種類毎に流体温度を算出する際の算出係数を切り替
えて変更する必要があり、面倒であるという問題点があった。
【０００７】
　また、流速変動があると、順方向と逆方向の伝播時間の測定タイミングでの流速が異な
るため、導出した流体温度の誤差が大きくなるという問題点があった。
【０００８】
　また、超音波振動子間の距離に個体差があると、導出した流体温度の誤差が大きくなる
という問題点があった。
【０００９】
　さらに、また、伝播時間の和に基づいて、流体温度を導出するため、導出した流体温度
の誤差が大きくなるという問題点があった。
【００１０】
　流体温度の誤差が大きくなると、当然のことながら、基準温度Ｔ０における流速ｖ０の
誤差が大きくなってしまう。
【００１１】
　前記特許文献２の流量計測装置では、流体の温度を検出する温度検出手段として専用の
温度センサや、温度補正機能を有する電子回路を必要とするため、コスト高となるばかり
でなく、電子回路基板の規模が大きくなり、電池の消費電流も増大するという問題点があ
った。
【００１２】
　そこで、本発明は、これらの問題点を解消できる超音波流量計を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、流れの上流側と下流側に超音波送受波器を配置して、超音波の順方向と逆方
向の伝播時間の逆数差より流速、流量又は通過量を求める超音波流量計であって、順方向
と逆方向の伝播時間の逆数和から流体温度を求め、別に定めた基準温度の状態に換算した
流速、流量又は通過量を求めることを最も主要な特徴とする。通過量は流量に時間を乗じ
て算出したいわゆる積算流量である。
【００１４】
　そこで、前記目的を達成するために、請求項１記載の発明は、流れの上流側と下流側に
超音波送受波器を配置し、超音波が上流側から下流側へ伝播する順方向の伝播時間の逆数
ｆ１と、超音波が下流側から上流側へ伝播する逆方向の伝播時間の逆数ｆ２の差より流速
、流量又は通過量を求める超音波流量計であって、
　順方向と逆方向の伝播時間の逆数和（ｆ１＋ｆ２）と、超音波送受波器間の距離Ｌと、
ｆ１＋ｆ２＝２Ｃ／Ｌより求まる音速Ｃから流体温度を求め、
　前記流体温度と、前記流速、流量又は通過量を基にして、別に定めた基準温度における
流速、流量又は通過量を演算し、
　測定した前記逆数和と、伝播時間を測定する時の流体温度における理論逆数和から超音
波送受波器間の距離を補正するセンサ間距離補正係数を外部から設定することを特徴とす
る超音波流量計である。
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【００１５】
　請求項２記載の発明は、請求項１記載の超音波流量計において、超音波を発信してから
受信波を検知するまでの到達時間から、超音波送受波器の中を伝播する時間、及び、受信
波の頭から第３波のゼロクロスまでの時間を有する遅れ時間を差し引いて伝播時間とする
ことを特徴とするものである。
【００１６】
　請求項３記載の発明は、請求項１又は２記載の超音波流量計において、予め設定した温
度算出テーブルを用いて、伝播時間の逆数和から流体温度を求めることを特徴とするもの
である。
【００１７】
　請求項４記載の発明は、請求項１又は２又は３記載の超音波流量計において、伝播時間
の逆数和から音速を演算し、予め設定した音速値と比較して流体の種類を判別するととも
に、該流体の温度を求めることを特徴とするものである。
【００１８】
　請求項５記載の発明は、請求項４記載の超音波流量計において、流体の種類を判別する
ガス種判定値と温度算出テーブルのデータを外部から書き換えることを特徴とするもので
ある。
【００２０】
　請求項６記載の発明は、請求項１乃至５の何れか１項に記載の超音波流量計において、
１回の順方向の伝播時間測定と１回の逆方向の伝播時間測定からなる１回の測定毎に順方
向と逆方向の測定順序を変え、かつ伝播時間の逆数和を平均化することを特徴とするもの
である。
【００２１】
　請求項７記載の発明は、請求項１乃至６の何れか１項に記載の超音波流量計において、
測定間隔をランダムにするとともに、かつ伝播時間の逆数和を平均化するように構成した
ことを特徴とするものである。
【００２２】
　請求項８記載の発明は、請求項６又は７記載の超音波流量計において、流速が零の状態
から流れ出した場合には、前記平均化の対象データ数を減らすことを特徴とするものであ
る。
【００２３】
　請求項９記載の発明は、請求項１乃至８の何れか１項に記載の超音波流量計において、
流体の流量が安定しているときだけ流体温度の算出を行なうことを特徴とするものである
。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の超音波流量計は、上述のように構成されていて、伝播時間の逆数和から対応す
る流体のガス種を識別するので、従来技術のように、被測定流体に応じて何らかの設定や
切り替え操作で温度算出係数を変更するという面倒を要しない利点がある。
【００２５】
　また、専用の温度センサや温度補正用の電子回路を要しないので、コストが低減できる
ばかりでなく、電子回路の規模が小さくてすみ、消費電力も減らせる。また、送受波器間
距離の個体差を補正できる。
【００２６】
　請求項５の発明では、外部から書き換えることで、別の流体を測定することが可能とな
る。
【００２７】
　請求項６の発明では、単調な流量変化に対応して測定誤差を軽減できる。
【００２８】
　請求項７の発明では、周期的な流量変化に対して、測定誤差を軽減できる。
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　請求項８の発明では、流体（ガス）の温度が変化することを想定し、温度測定の応答性
を向上させることが可能である。
【００２９】
　請求項９の発明では、流量が安定しているときだけ流体温度の算出を行い、流量変化時
の温度誤測定を防ぐことが出来る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　次に、本発明を実施するための最良の形態を図の実施例に基づいて説明する。
【実施例１】
【００３１】
　図１において、流路１内を流れる被計測流体であるガスに、流体の上流側と下流側に配
置した超音波送受波器２と３により超音波の送受信を行い、矢印Ａに示す流れの順方向と
、矢印Ａと逆の逆方向との超音波の伝播時間を計測する。
【００３２】
　順方向と逆方向の切り替えは、送受波器２と３の送信側（発信側）と受信側の役割を発
受信切替部４で切替えて行なう。発信部５からの駆動信号により、順方向測定時には送受
波器２から矢印Ａの方向に超音波を発信し、送受波器３が超音波を受信し、受信信号を出
力する。この受信信号を増幅部６で増幅する。比較部７は、増幅された受信信号波形のｎ
番目（例えば１番目）の波高値とｎ＋２番目の波高値との比率が規定値を超えたことを検
知し、この規定値を満たしたｎ＋２番目（例えば３番目）の波のゼロクロス点を検知する
。この３番目のゼロクロス点を以下第３波のゼロクロス点と呼ぶ。
【００３３】
　時間測定部８は、送信側の送受波器２の発信時点から受信信号の第３波のゼロクロス点
までの到達時間を測定し、この到達時間から後述する遅れ時間を差し引いた伝播時間を伝
播時間算出部９で算出する。（なお、シングアラウンド方式の場合（シングアラウンド測
定の場合）は、時間測定部８はシングアラウンド回数目の受信波の第３波のゼロクロス点
までの時間を測定する。）
【００３４】
　伝播時間は順方向と逆方向の伝播時間があり、流量演算部１０では、両伝播時間の逆数
差から流量を算出する。また、温度演算部１１では伝播時間の逆数和から温度を算出する
。そして、温度補正流量演算部１２では、流量と、温度と、基準温度から基準温度状態に
おける流量を算出する。
【００３５】
　到達時間と伝播時間を図２（ａ）（ｂ）に基づいて以下に説明する。同図（ａ）に遅れ
時間ａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅと伝播時間及び到達時間の関係を、また、同図（ｂ）に増幅後の
受信波形を示す。
【００３６】
　遅れ時間ａは、発信から送受波器２のＰＺＴ素子までの切替回路４ａ内での遅れに相当
する。
【００３７】
　遅れ時間ｂは、送受波器２内の遅れに、また、遅れ時間ｃは、送受波器３内の遅れに相
当する。そして、一般的にｂ＝ｃの関係が成立する。
【００３８】
　遅れ時間ｄは、切替回路４ｂと前記増幅部６の受信回路６ａ内での遅れに相当する。
　また、遅れ時間ｅは、前記比較部７の受信波検知７ａでの遅れに相当し、図２（ｂ）の
受信波形の検知したいポイントとしての受信波の先頭から検知可能なポイントとしての第
３波のゼロクロス点までの遅れ時間ｅに相当する。
【００３９】
　全遅れ時間は、ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＋ｅであるから、到達時間と伝播時間の関係は、次式で
あらわされる。
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　伝播時間　＝　到達時間　―（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＋ｅ）
　伝播時間　＝　到達時間　―　全遅れ時間
【００４０】
　なお、順方向測定時と逆方向測定時では、二つの送受波器の特性差や切替回路の特性差
のために測定値に差が生じる。
【００４１】
　これらの特性差を吸収して測定誤差を小さくするため、安定した温度下で、流量ゼロ時
の到達時間を複数回測定し、この複数回の測定値の平均到達時間差を求める。
　平均到達時間差　＝　順方向の平均到達時間　―　逆方向の平均到達時間
【００４２】
　こうして算出した平均到達時間差を、順方向の到達時間から差し引いて順方向伝播時間
を算出する。即ち、測定毎に算出する。
　順方向伝播時間　＝　順方向到達時間　－　全遅れ時間　－　平均到達時間差
　逆方向伝播時間　＝　逆方向到達時間　－　全遅れ時間
　ところで、測定した到達時間は、順方向到達時間ｔ１と逆方向到達時間ｔ２になる。ま
た、全遅れ時間は、順方向測定時と逆方向測定時ごとの全遅れ時間に前記順方向と逆方向
での特性差による時間差（即ち前記平均到達時間差）を考慮した値となる。
【００４３】
　順方向の全遅れ時間と平均到達時間差の和をτ１、逆方向の全遅れ時間をτ２とすると
、
　順方向伝播時間　＝　ｔ１－τ１　　・・・　（１）
　逆方向伝播時間　＝　ｔ２－τ２　　・・・　（２）
となる。
【００４４】
　順方向伝播時間の逆数をｆ１、逆方向伝播時間の逆数をｆ２と表記すると、
　　　　　　ｆ１＝１／（ｔ１－τ１）　・・・　（３）
　　　　　　ｆ２＝１／（ｔ２－τ２）　・・・　（４）
　順方向と逆方向の各伝播時間の逆数ｆ１とｆ２は、流体の流速をＶ、流体中の超音波の
音速をＣ、送受波器２と３の距離（間隔）をＬとすると、
　　　　　　ｆ１＝（Ｃ＋Ｖ）／Ｌ　　・・・　（５）
　　　　　　ｆ２＝（Ｃ－Ｖ）／Ｌ　　・・・　（６）
であるから、伝播時間の逆数差ｆ１－ｆ２は、（５）（６）式から、
　　　　　　ｆ１－ｆ２＝２Ｖ／Ｌ　　　・・・　（７）
となる。従って、次の（８）式で測定温度での流速Ｖを求めることが出来る。
【００４５】
　　　　　　Ｖ＝（ｆ１－ｆ２）×Ｌ／２　・・・　（８）
　この流速Ｖは測定温度Ｔ［℃］における流速である。この流速Ｖに流路断面積を乗じて
測定温度Ｔ［℃］における流量を算出する。さらに、流量に時間を乗じて通過量いわゆる
積算流量を算出する。伝播時間ｔ１－τ１、ｔ２－τ２から流速Ｖを算出し、更に流量や
通過量を演算するのは図１の流量演算部１０で実行する。
【００４６】
　温度演算部１１は、順方向と逆方向の伝播時間の逆数ｆ１とｆ２の和ｆ１＋ｆ２から流
体温度を求める。
【００４７】
　具体的には、ガス種に対応した逆数和と温度との関係を示すデータとし、例えば空気（
ＡＩＲ）の伝播時間の逆数和ｆ１＋ｆ２［Ｈｚ］と温度［℃］の関係を示す図３のデータ
を温度演算部に記憶しておいて、ｆ１＋ｆ２に対応する温度［℃］を図３のデータから読
み取って流体温度Ｔ［℃］とする。
【００４８】
　流量演算部１０で求めた流量Ｖと、温度演算部で求めた流体温度Ｔ［℃］を基にして、
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シャルルの法則に則り、基準温度Ｔ０［℃］における流量Ｖ０を温度補正流量算出部１２
で演算する。
　　　　　　Ｖ０＝（２７３＋Ｔ０）・Ｖ／（２７３＋Ｔ）・・・（９）
【００４９】
　なお、伝播時間算出部９で算出した順方向と逆方向の各伝播時間の逆数ｆ１とｆ２の和
ｆ１＋ｆ２は、
　　　　　　ｆ１＋ｆ２＝２Ｃ／Ｌ　　・・・　（１０）
となり、音速Ｃと相関関係があるので前記図３のデータから、流体温度を読み取ることが
出来るものである。
【実施例２】
【００５０】
　次に、伝播時間ｔ１－τ１、ｔ２－τ２の逆数和に基づいて流体の温度を算出する実施
例２の温度演算部の手順を図４のブロック図で説明する。
【００５１】
　順方向と逆方向の伝播時間ｔ１－τ１とｔ２－τ２の逆数ｆ１とｆ２は前記（５）（６
）式で表わされるので、伝播時間ｔ１－τ１とｔ２－τ２の逆数和は
　　　　　　ｆ１＋ｆ２＝２Ｃ／Ｌ　　・・・　（１０）
となり、間隔Ｌは固定の既知の値であるため、逆数和ｆ１＋ｆ２が音速Ｃに相関する値と
なる。
【００５２】
　ところで、伝播時間の逆数の単位は［Ｈｚ］となる。従って、順方向と逆方向の伝播時
間の逆数和を縦軸にとり、温度［℃］を横軸にとって両者の関係を示すと図５のように、
流体（ガス）が１３Ａの場合とＡＩＲ（空気）の場合とＬＰＧの場合との３本の線Ｂ、Ｃ
、Ｄとなり、この関係を使って、逆数和ｆ１＋ｆ２の値に基づいて、Ｂ、Ｃ、Ｄのどの線
の範囲に逆数和があるかによって、ガス種が１３Ａ、ＡＩＲ又はＬＰＧのどれであるか判
定できる。こうすることで、図５は、図４におけるガス種１判定値１１ｃとガス種２判定
値１１ｄとガス種３判定値１１ｅに相当し、これらの判定値に基づいて、図４のガス種判
定部１１ｂが機能する。つまり、図５で、縦軸の逆数和はｆ１＋ｆ２であるから、例えば
逆数和演算部１１ａで算出した逆数和が８０００［Ｈｚ］であれば、図５に基づいて、ガ
ス種判定部１１ｂが、流体のガス種をガス種１の１３Ａと判定する。
【００５３】
　ガス種を判定するのに、図５の代りに、図６のような音速と温度の関係を用いることも
できる。この場合は、前記（１０）式を変形して
　　　　　　Ｃ＝（ｆ１＋ｆ２）Ｌ／２　　・・・　（１１）
から、逆数和ｆ１＋ｆ２に基づいて音速Ｃを求め、この音速Ｃが、図６の１３Ａ、ＡＩＲ
又はＬＰＧのどの範囲にあるかによって、ガス種が１３ＡかＡＩＲかＬＰＧかを判定する
。
【００５４】
　なお、都市ガスの１３Ａ、空気（ＡＩＲ）、ＬＰＧ（ＬＰガス）では、音速Ｃや、逆数
和は、図６や図５に示すように、流量計の使用温度範囲の－２０℃～６０℃においては、
線（曲線）が互いに重なることがないため、ガス種が何れであるか確実に判定できる。
【００５５】
　その他のガス種であるとか、使用温度範囲が広いなど音速のカーブ（曲線）が図７のよ
うに互いに重なることがある場合は、重なる領域を脱したときに予め設定した音速Ｃのデ
ータと比較することによりガス種を識別（判定）し、ガス種情報を切り替えて、誤判定を
防ぐようにする。
【実施例３】
【００５６】
　次に、実施例３について説明する。例えば図８のように、温度が０℃、２０℃、４０℃
における３点の逆数和データ（温度ポイントデータ、 ｔｐ０、ｔｐ２０、ｔｐ４０）と
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、４つの温度算出係数データｋｍ２０、ｋ０、ｋｐ２０、ｋｐ４０を温度算出テーブルに
記憶しており、以下の式により温度を算出する。なお、全体のブロック図は図１、要部は
図９に示す。
【００５７】
　逆数和がｔｐ２０～ｔｐ４０の範囲内の場合について説明する。
　　Ｔ＝（ｆ１＋ｆ２－ｔｐ２０）×ｋｐ２０＋２０［℃］
　　但し、Ｔ［℃］　　　　　　：流体温度
　　　　　ｆ１　　　　　　　　：順方向伝播時間の逆数
　　　　　ｆ２　　　　　　　　：逆方向伝播時間の逆数
　　　　　ｔｐ２０［Ｈｚ］　　：２０℃、空気（ＡＩＲ）における逆数和
　　　　　ｋｐ２０［℃／Ｈｚ］：温度算出係数
　なお、上記温度算出テーブルを［表１］と［表２］に示す。［表１］は温度ポイントデ
ータで単位は［Ｈｚ］、［表２］は温度算出係数データで図７の折線の傾配に当り、単位
は［℃／Ｈｚ］である。
【００５８】
【表１】

【００５９】
【表２】

　この実施例３では、符号１１ｈで示す温度算出テーブル１は、前記［表１］のガス種が
ＡＩＲの欄のデータと、［表２］のガス種がＡＩＲのデータを電子回路のメモリに記憶し
たテーブルで構成される。また、符号１１ｉの温度算出テーブル２は同様に［表１］の１
３Ａ欄のデータと［表２］の１３Ａ欄のデータとで、又、符合１１ｊの温度算出テーブル
は同様に［表１］のＬＰＧの欄と［表２］のＬＰＧの欄のデータとで構成される。そして
、１１ｈ、１１ｉ、１１ｊの各温度算出テーブル１、２、３のデータをテーブル選択部１
１ｇで選択して、演算部１１ｆで温度Ｔ［℃］を算出する。
【実施例４】
【００６０】
　次に、実施例４について説明する。なお、全体のブロック図は図１に、要部は図１０に
示す。この実施例４では、設定器１３でガス種判定値１１ｃ～１１ｅと、温度算出テーブ
ル１～３（符号１１ｈ～１１ｊ）の内容を外部から書き換えることができ、書き換える前
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とは違うガス種の測定を行なうようにすることができるものである。
【００６１】
　一般に被測定流体のガス種によって、音速が異なるため、実施例４のガス種判定値や温
度算出テーブルは、測定流体の種類毎に定める必要がある。これらの値を外部から設定器
１３によって設定可能とすることで、ガス種の誤判定、温度測定誤差の発生を容易に回避
することができる。こうして、想定外の異なるガス種でも上記不具合を容易に避けられる
。
【実施例５】
【００６２】
　次に、実施例５について説明する。なお、この実施例の全体ブロック図は図１と同じで
、その要部のブロック図を図１１に示す。
【００６３】
　この実施例５では、更に送受波器２と３、即ちセンサ距離補正部１１ｋの補正係数を外
部の設定器１３Ａで設定可能にしたものである。
【００６４】
　例えば、送受波器間の距離、即ちセンサ間距離Ｌが１００ｍｍの場合、距離Ｌが個体間
誤差で０．２ｍｍずれた場合の測定誤差は空気約２０℃においては、以下のように１℃の
誤差となる。
【００６５】
　空気２０℃付近における逆数和の傾きは、音速カーブの図５からおよそ１２Ｈｚ／℃で
ある。
【００６６】
　前述の（９）式より、Ｌ＝１００ｍｍとＬ＝１００．２ｍｍの逆数和は、空気２３℃の
音速３４５ｍ／ｓとすると、次のようになる。
【００６７】
　Ｌ＝１００ｍｍの場合
　　ｆ１＋ｆ２＝２Ｃ／Ｌ＝２×３４５／０．１＝６９００［Ｈｚ］
　Ｌ＝１００．２ｍｍの場合
　　ｆ１＋ｆ２＝２Ｃ／Ｌ＝２×３４５／０．１００２＝６８８６［Ｈｚ］
で両者の差は、１４［Ｈｚ］となり、約１℃の誤差に相当する。
従ってＬ＝１００．２ｍｍの流量計に対しては、１００．２／１００のセンサ間距離補正
係数をｆ１＋ｆ２の６８８６［Ｈｚ］に乗じることで、センサ間距離の個体差を補正して
、正しい値のｆ１＋ｆ２＝６９００を求められるようになる。
【００６８】
　センサ間距離補正係数の設定手順を以下に示す。
（１）温度一定の環境条件で、流量ゼロの状態の伝播時間を複数回測定し、順方向と
逆方向それぞれの平均伝播時間を算出する。
（２）順方向、逆方向それぞれの平均伝播時間の逆数をとり、順逆それぞれの逆数の平均
値をとる。
（３）順逆各逆数の平均値の和を算出する。
（４）伝播時間を測定する時の流体温度における理論逆数和と、測定した各逆数和の平均
値とから、センサ間距離補正係数を算出する。（センサ間距離補正係数＝理論逆数和÷（
各逆数の平均値の和））。なお、理論逆数和とは、伝搬時間測定時の流体温度における音
速及びセンサ間距離の狙い値（設定値）から算出した伝搬時間の逆数和をいう。
（５）算出したセンサ間距離補正係数を流量計に設定し、記憶する。
【実施例６】
【００６９】
　流量変動があると、図１２に示すように、順方向の測定と逆方向の測定とで捉える流速
が異なる値のＶ１とＶ２になる。即ち、ｎ回目の順方向測定でＶ１、逆方向測定でＶ２と
なる。ｎ＋１回目には、順方向測定値と逆方向測定値がＶ１’とＶ２’になる。従って、
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ｎ回目の測定では、
　　　　ｆ１＝（Ｃ＋Ｖ１）／Ｌ ・・・ （５’）
　　　　ｆ２＝（Ｃ－Ｖ２）／Ｌ ・・・ （６’）
　　　　ｆ１＋ｆ２＝（２Ｃ＋Ｖ１－Ｖ２）／Ｌ・・・（７’）
そこで、本実施例６では、伝播時間測定の順序を測定毎に変え、かつ、逆数和を平均化す
ることで、測定誤差を低減することができる。式（７’）のＶ１－Ｖ２が図１３のｎ回目
とｎ＋１回目の測定の平均でほぼ零になるので測定誤差が低減する。
【００７０】
　本実施例６の全体のブロック図を図１４（ａ）に、その温度演算部の詳細を図１４（ｂ
）に示す。同図（ａ）に示す測定順序制御部１４と同図（ｂ）に示す平均化部１１ｍが他
の実施例に比較して追加されている。測定順序測定部１４は順方向と逆方向の測定順序を
切り替える。
【実施例７】
【００７１】
　周期的に変動する流量変化の場合には、測定間隔をランダムにすることで、前記式（７
’）のＶ１－Ｖ２が平均的にみて略零になるので、測定誤差を小さくできる。
【００７２】
　図１５は測定間隔をランダム化したときの説明図で、流速Ｖが周期的に正弦波状に変動
している場合に測定間隔をランダムにすることで、測定誤差の平均値をほぼ零に近づける
ことを示す。
【実施例８】
【００７３】
　なお、流れが止まっていて流速が零の状態から流れ出した場合には平均化の対象データ
数を減らすことによって、温度測定の応答性を上げることができる。
【００７４】
　図１６のブロック図は実施例７と８の全体を示すブロック図で、流量変化判定部１６を
設け、流体が零の状態から流れ出した場合には平均化部１１ｍで扱う平均化の対象データ
数を減らす。また、測定間隔制御部１７を設けて、実施例７で述べた測定間隔のランダム
化等の制御を行なうものである。
【実施例９】
【００７５】
　図１７のブロック図は実施例９の図で、流量変動判定部１８を設けて、流量変動の有無
を判定し、流量変動があるときは、温度の誤測定を防ぐため、流量が安定するまで温度算
出をしないようにした。
【図面の簡単な説明】
【００７６】
【図１】本発明の実施例１のブロック図。
【図２】本発明の実施例２における到達時間と伝播時間を設定する図で、（ａ）は両時間
の対応関係を示す図、（ｂ）は受信波形を示す図。
【図３】本発明の実施例における逆数和と流体温度の関係を示す図。
【図４】図１のブロック図の温度演算部１１の詳細を示すブロック図。
【図５】本発明の実施例における流体温度と逆数和の関係を示す図。
【図６】本発明の実施例における流体温度と音速の関係を示す図。
【図７】本発明の実施例における流体温度と音速の関係を示す図。
【図８】本発明の実施例における逆数和と流体温度の関係を示す図。
【図９】本発明における温度演算部のブロック図。
【図１０】本発明における温度演算部のブロック図。
【図１１】本発明における温度演算部のブロック図。
【図１２】本発明における測定毎の流速変化を説明する図。
【図１３】本発明における測定毎の流速変化を説明する図。
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【図１４】本発明の実施例の全体のブロック図（ａ）と、温度演算部のブロック図（ｂ）
。
【図１５】流速が正弦波状に変動するときの測定タイミングを説明する図。
【図１６】本発明の実施例のブロック図。
【図１７】本発明の実施例のブロック図。
【符号の説明】
【００７７】
　　１　　　流路
　　２、３　送受波器（センサ）
　　Ｔ　　　流体温度
　　Ｔ０　　基準温度
　　Ｖ、Ｖ０　流速
　　８　　　時間測定部
　　９　　　伝播時間算出部
　　１０　　流量演算部
　　１１　　温度演算部
　　１２　　温度補正流量演算部
　　ｔ１　　順方向到達時間
　　ｔ２　　逆方向到達時間
　　ｆ１　　順方向伝搬時間の逆数
　　ｆ２　　逆方向伝搬時間の逆数
　　ｆ１＋ｆ２　逆数和
　　１１　　温度演算部
　　１１ａ　逆数和演算部
　　１１ｂ　ガス種判定部
　　１１ｆ　演算部
　　１１ｇ　テーブル選択部
　　１１ｈ、１１ｉ、１１ｊ　温度算出テーブル
　　１３、１３Ａ　設定器
　　１１ｋ　センサ間距離補正部
　　１４　　測定順序制御部
　　１１ｍ　平均化部
　　１７　　測定間隔制御部
　　１６　　流量変化判定部
　　１８　　流量変動判定部
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